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1
相模原市立杜のホールはしもと条例
施行規則

市民局　文化振興課
平成１３年４月２７日
規則第５５号

令和2年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

2
相模原市外部監査契約の相手方の
資格を証する書面の閲覧に関する規
則

総務局　コンプライアン
ス推進課

平成１３年６月２９日
規則第５９号

令和5年6月30日 ○ × ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

様式の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

3
相模原市公共下水道事業受益者分
担に関する条例施行規則

都市建設局　土木部　下
水道料金課

平成１４年３月１２日
規則第９号

平成28年3月25日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

4
相模原市立学校の学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師の公務災害補
償に関する条例施行規則

教育局　学校教育部　学
校保健課

平成１４年３月２９日
教育委員会規則第１号

令和5年3月29日 ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

5 相模原市教育委員会会議規則 教育局　教育総務室
平成１４年３月２９日
教育委員会規則第２号

令和2年12月28日 ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

6
相模原市立相模の大凧センター条例
施行規則

南区役所　地域振興課
平成１４年１２月２４日
規則第８２号

令和2年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

7
相模原市社会福祉審議会条例施行
規則

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　地域包括ケ
ア推進課

平成１５年２月１日
規則第１号

平成24年6月4日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ × ○
要
検
討

第７条の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

8 社会福祉法の施行に関する規則
健康福祉局　地域包括
ケア推進部　福祉基盤
課

平成１５年２月１日
規則第２号

令和5年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

9 民生委員法の施行に関する規則
健康福祉局　生活福祉
部　生活福祉課

平成１５年２月１日
規則第３号

平成27年3月31日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

10 都市緑地法の施行に関する規則
環境経済局　水みどり環
境課

平成１５年２月１日
規則第７号

平成29年6月14日 ○ ○ × ○ × ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ × ○
要
検
討

第１１条及び様式の規定について整
理が必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

11 結核児童療育給付に関する規則
健康福祉局　保健衛生
部　疾病対策課

平成１５年２月１日
規則第９号

令和6年3月29日 ○ × ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

12 老人福祉法の施行に関する規則
健康福祉局　地域包括
ケア推進部　福祉基盤
課

平成１５年２月１４日
規則第１２号

令和3年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

13 生活保護法の施行に関する規則
健康福祉局　生活福祉
部　生活福祉課

平成１５年２月１４日
規則第１６号

令和2年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

14 児童福祉法の施行に関する規則
こども・若者未来局　こど
も・若者政策課

平成１５年２月２８日
規則第２２号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ × ○
要
検
討

第４１条及び様式の規定について整
理が必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

15
身体障害者福祉法の施行に関する
規則

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者支援課

平成１５年２月２８日
規則第２３号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

16
知的障害者福祉法の施行に関する
規則

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者支援課

平成１５年２月２８日
規則第２４号

平成24年3月30日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

制定年月日
規則番号

対応区分

見直し結果

（6）適法
性

　　　　　　　　　対応内容

条例等見直し結果一覧【規則】(第１０次分)

所管部署

（4）協働
性

例規名No

理由、その他意見等
適
時
性

最終改正日

（３）効率
性

「既存条例等の見直し」に基づく適時性の確認

（１）必要性 （２）有効性 （5）適合性

【規則】(1/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和６年４月１日)現在のもの
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制定年月日
規則番号

対応区分

見直し結果

（6）適法
性

　　　　　　　　　対応内容
所管部署

（4）協働
性

例規名No

理由、その他意見等
適
時
性

最終改正日

（３）効率
性

「既存条例等の見直し」に基づく適時性の確認

（１）必要性 （２）有効性 （5）適合性

17
相模原市墓地等の経営の許可等に
関する条例施行規則

健康福祉局　保健衛生
部　生活衛生課

平成１５年３月１日
規則第２５号

令和3年1月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

18
相模原市墓地等紛争調停委員会規
則

健康福祉局　保健衛生
部　地域保健課

平成１５年３月１日
規則第２６号

平成27年3月31日 ○ × × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

19 相模原市開発審査会条例施行規則
都市建設局　まちづくり
推進部　開発調整課

平成１５年３月２７日
規則第２９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

20
都市計画法に基づく開発行為等の手
続に関する規則

都市建設局　まちづくり
推進部　開発調整課

平成１５年３月２７日
規則第３０号

令和4年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ × ○
要
検
討

様式の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

21 相模原市水路管理条例施行規則
都市建設局　土木部　河
川課

平成１５年３月２７日
規則第３１号

平成31年3月29日 ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

22 相模原市屋外広告物条例施行規則
都市建設局　まちづくり
推進部　建築政策課

平成１５年３月２７日
規則第３４号

令和5年3月31日 ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

様式の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

23 相模原市屋外広告物審議会規則
都市建設局　まちづくり
推進部　建築政策課

平成１５年３月２７日
規則第３５号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

24
都市計画法に基づく許可等の手続に
関する規則

都市建設局　まちづくり
推進部　都市計画課

平成１５年３月２７日
規則第４９号

令和3年1月29日 ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

25
高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律の施行に関
する規則

都市建設局　まちづくり
推進部　建築政策課

平成１５年３月２７日
規則第５３号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

26
相模原市立身体障害者デイサービス
センター条例施行規則

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者福祉課

平成１５年３月２７日
規則第６０号

令和2年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

27
母子及び父子並びに寡婦福祉法の
施行に関する規則

こども・若者未来局　子
育て給付課

平成１５年３月３１日
規則第６２号

令和6年4月1日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

× ○
要
検
討

第１３条第１項、第１８条の２、第１９
条、第１９条の２及び第２０条の規定に
ついて整理が必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

28
特定給食施設等の栄養の改善に関
する規則

健康福祉局　保健衛生
部　健康増進課

平成１５年６月３０日
規則第９１号

令和3年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

29
相模原市立けやき体育館条例施行
規則

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者福祉課

平成１５年７月３１日
規則第９５号

令和2年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

様式の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

30
相模原市一般職の職員の給料の切
替え等に関する規則

総務局　人事・給与課
平成１５年１１月２６日
規則第１１６号

無し ○ × × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

31
相模原市立勤労者総合福祉センター
条例施行規則

環境経済局　産業支援・
雇用対策課

平成１５年１２月２４日
規則第１２０号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

32
さがみはら男女共同参画推進条例に
基づく施策に対する意見等の申出の
手続等に関する規則

市民局　人権・男女共同
参画課

平成１６年３月２６日
規則第１８号

令和2年4月1日 ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

33 相模原市男女共同参画審議会規則
市民局　人権・男女共同
参画課

平成１６年３月２６日
規則第１９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

【規則】(2/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和６年４月１日)現在のもの
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34 相模原市市税条例施行規則
財政局　税制・債権対策
課

平成１６年３月３１日
規則第４５号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

35
次世代育成支援対策推進法の特定
事業主等を定める規則

総務局　人事・給与課
平成１６年１０月１日
規則第６８号

平成22年3月1日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

36
相模原市国民健康保険条例等施行
規則

健康福祉局　生活福祉
部　国保年金課

平成１７年２月１日
規則第６号

令和6年3月30日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

37
相模原市職員の修学部分休業に関
する条例施行規則

総務局　人事・給与課
平成１７年３月２８日
規則第１９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

38
相模原市職員の高齢者部分休業に
関する条例施行規則

総務局　人事・給与課
平成１７年３月２８日
規則第２０号

無し ○ × × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

39
女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律の特定事業主等を定
める規則

総務局　人事・給与課
平成２７年１０月１日
規則第１０４号

令和5年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

40

行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法
律に基づく個人番号の利用及び特定
個人情報の提供に関する条例施行
規則

市長公室　政策課
平成２７年１１月２日
規則第１１２号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

41

行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法
律に基づく個人番号の利用及び特定
個人情報の提供に関する条例施行
規則

教育局　学務課
平成２７年１１月２日
教育委員会規則第２２号

令和3年10月1日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

42
相模原市農業委員会の委員として任
命すべき者の選考手続に関する規則

環境経済局　農政課
平成２７年１２月２４日
規則第１１８号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

43 相模原市農業委員選考委員会規則 環境経済局　農政課
平成２７年１２月２４日
規則第１１９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

44 相模原市空家等対策協議会規則
都市建設局　まちづくり
推進部　住宅課

平成２７年１２月２８日
規則第１２３号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

45 食品表示法の施行に関する規則 環境経済局　農政課
平成２８年３月８日
規則第６号

令和3年5月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

46
日本農林規格等に関する法律の施
行に関する規則

環境経済局　農政課
平成２８年３月８日
規則第７号

令和4年9月30日 ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

47
相模原市消費生活センター条例施行
規則

市民局　消費生活総合
センター

平成２８年３月１０日
規則第８号

令和3年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

48
相模原市教育委員会の教育長の職
務に専念する義務の特例に関する規
則

教育局　教育総務室
平成２８年３月２８日
教育委員会規則第９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

49
相模原市職員の退職管理に関する
規則

行政委員会事務局　任
用調査課

平成２８年３月２８日
人事委員会規則第１号

令和5年3月27日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ ○ ○ ○
要
検
討

第１１条第１号及び第３号並びに第１９
条第３号の規定について整理が必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

【規則】(3/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和６年４月１日)現在のもの
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50
地方教育行政の組織及び運営に関
する法律第11条第7項の地位を定め
る規則

行政委員会事務局　任
用調査課

平成２８年３月２８日
人事委員会規則第２号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

51
相模原市行政不服審査法等の施行
に関する規則

総務局　総務法制課
平成２８年３月３１日
規則第３１号

令和3年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

52
相模原市コンプライアンス推進委員
会規則

総務局　コンプライアン
ス推進課

平成２８年３月３１日
規則第３３号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

53
相模原市補足給付事業の実施に関
する規則

こども・若者未来局　保
育課

平成２８年３月３１日
規則第３７号

令和2年9月30日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

54
建築物のエネルギー消費性能の向
上等に関する法律の施行に関する規
則

都市建設局　まちづくり
推進部　建築審査課

平成２８年３月３１日
規則第４４号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

55 農地法の施行に関する規則 環境経済局　農政課
平成２８年３月３１日
規則第５２号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

56 相模原市災害救助基金規則
危機管理局　危機管理
課

平成３１年４月１日
規則第４３号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

57 災害救助法の施行に関する規則
危機管理局　危機管理
課

平成３１年４月１日
規則第４４号

令和3年1月29日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

58
相模原市会計年度任用短時間勤務
職員の給与及び費用弁償に関する
規則

総務局　人事・給与課
令和元年１０月３０日
規則第３８号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

× ○
要
検
討

第１０条第１号及び第２号の規定につ
いて整理が必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年３月までに改正する。

59
相模原市会計年度任用短時間勤務
職員の勤務条件に関する規則

行政委員会事務局　任
用調査課

令和元年１０月３０日
人事委員会規則第２号

令和6年3月28日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

60
相模原市教育委員会の会計年度任
用短時間勤務職員の給与及び費用
弁償に関する規則

教育局　教育総務室
令和元年１１月７日
教育委員会規則第６号

令和5年12月28日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

61 相模原市簡易水道事業審議会規則
都市建設局　土木部　津
久井土木事務所

令和２年１月１４日
規則第１号

無し ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

62
相模原市パートナーシップの宣誓に
関する規則

市民局　人権・男女共同
参画課

令和２年２月７日
規則第３号

令和6年3月29日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

63
相模原市生物多様性に配慮した自然
との共生に関する条例施行規則

環境経済局　水みどり環
境課

令和２年２月１０日
規則第４号

無し ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

64
相模原市任期付職員の給料の切替
え等に関する規則

行政委員会事務局　任
用調査課

令和２年３月４日
人事委員会規則第１号

無し × ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
要
検
討

令和６年度以降、継続任期付職員が
いないため

■廃止
□検討
□改正不要

令和６年６月２７日付けで廃止済み

65
教育職員の給与等に関する特別措
置に関する条例施行規則

教育局　学校教育部　教
職員給与厚生課

令和２年３月３０日
教育委員会規則第１５号

無し ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

66 相模原市簡易水道事業経理規則
都市建設局　土木部　津
久井土木事務所

令和２年３月３１日
規則第５４号

令和5年3月31日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

【規則】(4/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和６年４月１日)現在のもの


